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「国 民 主権 」論 再 論

渡 　 辺 　 良　 二

　　　　　　　　　　　　は　じ　め　に

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　ラ

　杉原教授の 「人民主権の史的展開」(以 下 「史的展開」と略す)が 出版され
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　う
た。そのなかで,教 授の旧著 「国民主権の研究」　(以下 「研究」と略す)に 対

する私の批判に対 し丁寧な御指摘をいただいた。まずこのことについて感謝し

ておきたい。本来ならば,私 な りの国民主権研究の成果によってお答えすべき

であろうが,現 在なおそれが果せない以上,御 指摘に対する私の基本的な考え

方をのべ,あ らためて教授の御教示を願 うほかはない。

　教授の,私 に対す る批判の要点は,私 の教授に対する批判が実証に基づかな
　 　 　 ゆ
い 「超越的」な批判にとどまっている,と い う点にあろう。たしかに,私 自身私

の考え方をフランス革命期の実証的分析に基づいて提出しているわけではない

し,ま た 「書評」とい う形式でそのような 「実証」 もできるはずがない。しか

し,教 授と私の考え方の相違は,実 証上のあれ これの事実認識の違いとい うの

ではな く,研 究の問題意識や方法論,そ してそれ らの前提となっている主権の

問題(特 に資本主義国家のそれ)に 関する基本的なとらえ方にあると考え られ

る。本稿では,こ の点を明かにす ることとしたい。なお,教 授は,最 近,「 研

究」の成果に基づいて,日 本国憲法の主権に関する解釈論を積極的に展開して
　 　 の

お られる。従って,こ の解釈論に関する私の疑問についても,あ わせてのべる

1)岩 波 書 店,1978年 。

2)岩 波 書 店,1971年 。

3)　 同 前25頁 。

4)　 「地 方 自治 の本 質(1),(2),(3)」 法 律 時 報1976年2,3,4月 号,特 に(3)。 「現 代 議会

政 と国 民 代表 の理 念(1》,(2),(3),(4)」 法 律 時報1977年1,2,3,4月 号,特 に(4)(以

下 「国 民 代表 の理 念 」 と略 す)9
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こ と とした い。

1　 国民主権の認識一ブルジョワ支配と国民主権

1　 教授の見解と私のそれとの相違点が,教 授 が資本主義憲法の主権原理を
　 　 　 　 　 　 　 　　　　コ　　　リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　

「ブルジョワ支配だから国民主権」　(あるいは 「国民主権だか らブルジョワ支
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

配」)とするのに対し,私はそれを 「ブルジョワ支配にもかかわ らず国民主権」
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　コ　　　コ

(あるいは 「国民主権にもかかわ らずブルジョワ支配」)と す る点にあること
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5)6)

は教授の御指摘の とお りである。 私のこの ような見解は,私 だけの,特 別 の

「独創的」見解でもなんでもない。実は,教 授自身が方法論として採用 してい

る 「イデオロギー批判」 もこうした関係を前提としている。すなわち,宮 沢教

授が,「 イデオロギー」の社会的,政 治的機能について,「それは何よりも現実

を蔽 う機能を持つ。それは現実 と「致しない表象,す なわち,非 支配層の希

望,欲 求に対して現実の仮面を与えることによって,現 実の改革を無用だと考

えさせる。非支配層の抱懐する理想社会は今すでにここに実現されているかの

ように考えさせることは,何 より現実の存続を欲する支配層の利益に役立つ」
　 　 　 　 　 7)

とのべているが,そ れは当然のことながらブルジョワジーのかかげる 「理念」

とブルジョワジーの支配とい う現実との不一致を前提 していなければ意味がな

い。　「国民代表」とい う 「理念」は,議 会 と選挙人 との関係が選任関係でしか

ない,と い うブルジョワ支配からもたらされる現実を隠蔽するという 「イデオ

ロギー」的機能を果すことによって,フ ランス革命期における支配層(す なわ
　 　 　 　 　 　 おう

ち 「新興市民階級」,つまりブルジョワジー一渡辺)の 利益に奉仕するものだっ

たのである。このことは国民主権 とブルジョワ支配 との関係においても同一で

あ り,両 者のいわば 「へだた り」が 「イデナロギー」を形成しているのである。

5)　 「史的展開」25頁 。

6)た だし,厳 密にいえば,rに もかかわらず」 というのは正確ではない。ブルジョワ

　ジーが国民主権を援用せざるを得なかった,と い う意味では,「 ブルジョワジーだか

　 ら」といらことになるからである。

7)　 「国民代表の概念」,「憲法の原理」　(岩波書店,1967年)所 収,187頁,

8)　 同前201頁g
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「イデオロギー」批判とい う方法は,単 純にいえば,非 支配層の希望自体をか

かげない君主主権や逆に非支配層の利益が実現 した国家においてはその存在理

由自体があまりな くなるといってよい(そ のような理想国家はなかなか存在 し

ないのもまた現実であるが)。 私は 「イデオロギー批判」 という方法をとるも

のではないが,私 の上の見解が必ずしも私一人の考え方でないことだけをまず
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　ラ
ここでは指摘しておきたい。

2　 さて,教 授の 「ブルジ ョワ支配だから国民主権」とい う見解は,以 下のよ

うな問題意識と方法論の結果である。

　すなわち,そ れは,ブ ルジ ョワジーに200年 もの間,そ の支配を可能にし,

またrr課 題』(言葉の真のいみでの国民主権の実現一渡辺)の 放棄を可能とし

た法原理はなんであったのか,そ れを可能とする法構造を 『国民主権』=代 表
　 　　 　　　 　　　 　　　 　　 　　　10)

的委任論 自体が もっていたのではないか」とい う問題意識であり,そ の方法論
　 　　 　　　 　　　 　　　 　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　 　　 11)

としては,主 権の問題を,「市民国家における国家権力の帰属の法的表明」,す
　 　　 　　　 　　　 　　　 　　 　　　 　　　 　　　 　
なわち 「国家の包括的統一的支配権=国 権の帰属の問題」としてとらえ,そ の

「真の構造」を 「市民国家におけ る国権行使 の制度から合論理的に」,す なわ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 13)　　　　　　　　　　　　　　　　 14)

ち規範論理的に整合的なものとして 「帰納」する,と い うものである。

9)　 この点で,私 の,教 授の 「研究」に対する 「書評」(「 市民革命と民主主義」,法 律

　 時報1974年2月 号,67頁)で,私 の,こ の見解を 「仮説的」とのべていること(同67

　 頁)は 適切な表現ではなかったといわざるをえない。もちろん,当 時私が自己の見解

　 を 「仮説的」たらざるをえない程 「独創的」だと考えていたわけでは決してない。そ

　 れは同じ 「書評」のはじめの部分で,「 ブルジョワ支配にもかかわ らず国民主権」と

　 す る理解を 「これまでの民主主義論の理解」 として紹介している ことからも理解し

　 ていただけると思 う。 「仮説的」とい うことの意味は,私 自身,私 なりの考え方に基

　 いそ,フ ランス革命期における主権原理の展開を実証的に明かにするにいたっていな

　 い,と いう意味に理解していただければ幸いである。いずれにしても,適 切な表現で

　 はないのでここに訂正しておく。

10)史 的展開」25頁 。

11)　 「研究」36頁 。

12)同 前。

13)同 前。

14)　 この方法論から帰結する 「国民主権」=「 代表的委任」論からはブルジ部ワジーの
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　 ・この よ うな問題意識 と方法論 は,実 嫡次 のよ うな,ブ ルジ ョワジーの主権 原
　 　　 　　　 　　　 　　　 　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　 　ユの

理に関するとらえ方を前提としていることに注意しなければならない。

　すなわち,「 一般に市民憲法は,財 産権を含めて経済的自由権を中核 とする

人権保障体系をもち,そ のことによってブルジ.ヨワ的私有財産制弓資本主義体

制を保障し,ブ ルジ ョワジーに 『支配階級』としての地位を保証しているとい

われるのだが,一 般的な理解における 『国民主権』は明かにそのような人権保

障体系との整合性を欠 くことになる。そこではブルジョワ的私有財産制に本質

的には批判的な存在としての労働者階級をそのうちに含み,し かもそれが数の

上で多数を占めているようなr国 民』が国家意思の最終ないし最高の決定権者

とされているか らである。そのような理解によれば,国 民主権は,国 家権力が

国民の多数を占める労働者階級の意思によって内容を規定され,ブ ルジョワ的

私有財産制に対する否定 ・批判の手段として存在することを保障することにな
　 　　 　　　 　　　 　　　の
らざるを得ないはずである」とい うものである。つまり,こ こではブルジ ョワ

支配=少 数支配 という規定か ら,ブ ルジョワ的主権原理は,こ の少数支配を可

能にす る非民主的な国権行使を保障ないし確保するものであるはずだ,と い う

　 支配に適合的な制度を導き出しえない ことはすでにのべた(拙 稿 「『国民主権」論の

　 検討(1)彦根論叢175・176号,1975年,129頁)。 「国民主権」は 「人民主権」を排除し

　 えても 「人民主権」的制度は排除しえないから,そ の意味では,民 衆の政治参加は排

　 除しえない。したがってブルジョワジーにとって 「国民主権」の意味は 「人民主権」

　 ではないから非民主的制度であってもかまわない,と い うことでしかない。 「かまわ

　 ない」とい うのは非民主的制度であっても主権原理との整合性が維持されうる,と い

　 うことである。しかし,ブ ルジョワジーはなぜ この程度の主権原理で満足しなければ

　 ならないのだろうか。君主主権における君主のように自己の支配に適合的な制度を導

　 き出しうるような主権原理をもちえないのだろうか。それは,本 文でのべるようにブ

　 ルジョワジーは,そ の権力を自己自身によって正当化 しえないからにほかならない。

　 そ うなると,な ぜブルジョワジーの支配そしてそれに適合的な制度と 「国民」という

　 主権主体規定を整合的に理解しなければならないか,と いう本文の問題にもどらざる

　 をえなくなるのである。

15)　 前掲拙稿130頁 。

16)杉 原泰雄「国民主権 と人民主権」「世界1.1972年6月 号,43頁(以 下「世界」論文 と略す)g
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とらえ方が存在している。このようなとらえ方を前提とすれば,非 民主的な国

権行使の制度を可能とする非民主的な主権の構造は何か,と い うことが問題 と

なりうるのであ り,ま たそのような非民主的な主権の構造は非民主的な国権行

使のあ り方から 「合論理的に帰納」されうるはずだ,と い うことになる。`

3　 教授のこのような主権のとらえ方 と方法は,君 主主権や社会主義国におけ

る 「主権」の問題をとりあつか う場合は問題はないかもしれない。そこでは権

力の正当性 と現実の権力の担い手が主権の主体規定の うちに統一的に表現さ

れているからである。現実の支配者である君主は,そ の権力を君主が君主であ

ることによって正当化 しているので あり,ま た 社会主義国では,主 権規定が

「労働者階級の権力」 という国家権力の階級的性格の規定にとってかわ ってい
　 　 　 　 　 　 　
るとされているが,そ れでも労働者階級の権力が労働者階級 自身によって正当

化されている点にかわ りはない。要するに,い ずれ も権力の正当化に他者を援

用する必要がない。 このようなところでは,主 権主体とそれが現実に権力を行

使する国権行使のあ り方は原則として整合性をもつから,そ れをそのようなも

のとして分析することは一応可能といってよいであろう。

　 しか しブルジョワジーが支配する資本主義国家における主権に関してはどう

であろうか。ブルジョワジーはその支配をブルジ ョワジーであることそのこと

によって正当化しているであろ うか。そのようなことはあ りえない。 「ブルジ

ョワジーが主権者である」とい う規定をかかげた憲法な どあ りえないし,教 授

の 「国民主権」もまさしくブルジョワジーではなくやはり 「国民」が主権者な

のである。

　私の,教 授の立場に対する批判,し たがってまた 「国民主権にもかかわらず

…」という私の見解の根拠となっているのは,こ の,ブ ルジョワジーはその権

力を自己自身によっては正当化 しえない,と い うごく単純な事実なので青る。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　私が,教 授の 「国民主権の研究」の書評で,ブ ルジョワジーがなぜ 「ブルジ

17)長 谷川正安 「主権について」「国家の自衛権と国民の自衛権」(勁 草書房,1970年)

　 所収,63頁 。

↓8)　 「市果革命と民主主義」法俘時報1971年2月 号65耳 以下?
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ヨワ主権」ではなく 「国民主権」を主張したのかをまず問題 とすべきことを強

調し,ま たその分析をブルジョワジーの権力確立後のみではなく,革 命前か ら
　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 ユ　う

の権力の移行過程を含めておこなうべき,と したのも,こ のブルジョワジーの

支配の特質とその歴史的根拠を明かにすることが必要だと考えたからに他なら
　 ヨの
ない。

　 ブルジョワジーが自己を主権者となしえないとすれば,君 主主権のように自

己の支配を保障しうる国権行使の制度を主権主体規定から合論理的には導き出

しえないはずであ り,し たがって,ブ ルジョワジーの支配を可能とする法構造

を国民主権がもっていたのではないか,と い う教授の問題意識 自体に賛成 しが

たい。

4　 さらに,方 法的にも,ブ ルジョワジーに適合的な制度と主権主体規定を整

合的に結びつけることはできないのであ り,そ のことは,か えって国民主権の

もつ 「イデオロギー性」と 「理念性」を全体としてとらえることができな くな

るといわざるをえない。とい うのはこうである。

　まず ブルジョワジーはその権力を自己自身によって正当化 しえない,と いう

ことから,ブルジョワ国家の主権原理に関し次のような特質が導き出されよう。

　① まず第一に,ブ ルジョワジーの支配の下では,権 力の正当性と現実の権

力の担手が分離せざるをえない。このようなあ り方のもとでは,主 権論に関し

権力の正当性の問題を独自に論ずることが当然必要になる。ブルジョワジーの

支配の正当性 として援用されているのは,い うまでもなく「国民」である。この

正当性の領域では,「国民」は 「抽象的観念的統一体」か 「具体的現実的存在」

か,で はなく,な によりもまず階級的な関係でとらえられなくてはならない。

すなわち,こ の 「国民」が君主や貴族などの特権身分とどのように対抗してい

るのか,ま た 「国民」 内部 の階級対立に対し七 どのような あり方をしている

か,で ある。ブルジョワジーが君主や貴族に対 して独 自の地位を主張し,ま た

19)　 同前66-67頁 。

20)　 もちろんこのことは 「国民主権」の積極面のみを分析すれば よいということではな

　 い9
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ブルジョワ革命がブルジ ョワジーの権力の基本的優位の うちに解決された限 り
　 　 　　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　ユ　
において,し たがって権力の正当性の問題が徹底して争われた限 りにおいて;

「国民」は,君 主や貴族を当然のことなが ら排除し非特権層の総体としてとら

えられ,し たがって 「国民」を構成する個人は法的に平等たらざるをえず,ま

たその階級的性格を捨象した等質な個人としてとらえられることになる。 この

ような 「国民」である限 り,そ れが国権行使のあ り方とい う法的な関係に入る

時,「 国民」を構成する市民の政治的平等といった民主主義的要請が導き出さ

れるのである。 しかし,も ちろんこのこととそのような民主的制度がブルジョ

ワジーの権力の確立後現実に採用されるかどうかは,全 く別問題である。

　②　したがって第二に,憲 法上採用される,ブ ルジョワジーがそれを媒介と

して権力を掌握する具体的な国権行使のあ り方 と主権規定については,次 みよ

うになる。

　憲法上採用される国権行使のあ り方は,い うまでもなく,主 体規定か ら自動

的に決定されるのはなく,そ れとの関連を意識 しながらも,教 授がのべている
　 　 　　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　　う
ように,そ れぞれの歴史段階における 「歴史的社会的条件」一それは民衆によ

る下か らの要求とそれに対するブルジ ョワジーの対応,そ してその対応のあ り

方を規定する力関係とい うことになろ う一によって決定される。その場合,一

定の条件のもとで,ブ ルジョワジーの支配にとって適合的な制度一たとえば財

産による制限選挙制一が採用されたとしても,そ れを主権規定から合論理的に

導き出すこと,す なわち正当化す ることはできない。主権者はブルジョワジー

ではな く 「国民」だからである。要す るに,こ のような国権行使のあ り方(非

民主的な)と 主権主体規定は矛盾対立せざるをえないのである。だからこそ,

「国民代表」とい う法観念,そ して 「国民主権」 自体 もこの現実 を隠蔽する

「イデオロギー」的機能をはたす ことになるのである。

　これに対して,教 授の,ブ ルジ ョワ支配を可能 とする 「国民主権」 の構造

21)樋 口教授によれば,フ ランス1791年 憲法も権力の正当性とい う主権の争点は回避し

　 ていない(「 近代立憲主義と現代国家」勁草書房,19731F,299T()g

22)　 「世界」論文54頁g
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は,非 民主的な国権行使のあ り方から 「合論理的に帰納」されなければならな

い,と いうものである。

　しかし,こ の方法論は,ま ず第 一に,主 権のあり方を 「国権行使のあ り方」

か らのみ帰納すべき,と する'ことによって,主 権における権力の正当性の問題
　 　 　 　 　 　 　 　 23)24)

が欠落せざるをえない。また第二に,私 からすれば,本 来対立するはずの主権

主体規定 と現実の非民主的な制度との関係を,整 合的に,し かも非民主的な制

度の方か ら結びつけることによって,結 局 「国民」を否定的なものとしてのみ

とらえることになるか らである。

5　 総 じて私には,教 授の方法はす くなくとも,主 権主体 と現実の支配者がこ

23)教 授 の,こ の主権における権力の正当性の問題を欠落させた見方は,「 研究」にお

　 いてブルジョワジーが 「人民主権」的原理をかかげる場合をすべて,そ れはプルジョ

　 ワジー自身の要求ではな く,民 衆を革命に動員するための 「統一戦線の理論」であっ

　 たとする点にもあらわれている。具体的には,た とえば,革 命直前の シェイエスの

　 「第三階級とは何か?」 における 「人民主権」論,1789年8月 の人権宣言における主

　 権原理がある(前 者については 「研究」198頁,後 者}こついては,同227頁)。

　 　 このうちシェイエスの 「人民主権」論については,私 がそれを 「卒直に読むなら

　 ば」,「 ブルジョワジー自身の要求でなければならなかったのではないか」(私 の 「書

　 評」67頁)と のべたのに対して教授が釈明を求められているところでもあり(「史的

　 展開」25頁),こ れについてのみ簡単におこたえしておく。

　 　 教授の 「統一戦線論」説は,こ れは私の推測にすぎないが,宮 沢教授の 「イデオロ

　 ギー批判」が 「イデオロギー」を 「非支配層の希望 ・欲求」,つ まりブルジョワジー

　 にとっては他者の要求である,と するとらえ方(前 掲 「国民代表の概念」187頁)を

　 ひきついでいるようにみえる。しかしたとえそ うであったとしても,支 配層がそうし

　 た非支配層の利益を担っている,主 権論に即していえぽ支配層自身が国民主権を担っ

　 ている,そ れを実現している,と いうことは,支 配者自身の権力が,国 民主権に基づ

　 くものだ,国 民を代表している,と い うことにほかならないのであるから,そ れは必

　 ずしも権力の正当性の認識と対立するものではない。 したがって私 自身の立場からす

　 れば,「 統一戦線論」説であってはならない,と いうことでもないのであるが,教 授

　 の場合,こ のことが本文にのべた方法論上の問題のあらわれとみることができるので

　 ある。

　 　 さて,私 の 「卒直に読むならば」の意味は,「 書評」にのべたこと以上ではないの

　 であって?要 はぞ　 「第三階糧とは何か?」 における 「人民主権」論は・権力獲獲得観
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となる資本主義国家の主権の分析方法としては適切ではないと考えられる。そ

れとも教授は,「 ブルジ ョワジーは自己の権力を自己自身によって正当化 しえ

ない」とい う事実もなお実証されなければ ならないと考えられるのであろう

か。しかしそ うであるとしても,ブ ルジョワ支配における主権 と君主主権が同

一のあ り方を示す とはかぎらないのであって,す くなくともより開かれた方法

が必要ではなかったであろうか。

　それでもなお,次 のような反論が存在す るか もしれない。すなわち,教 授の

「国民主権」の構造は,ブ ルジョワジーの支配のもとでさけ られない 「イデオ

ロギー」 的関係の背後 に隠されている真実の法律関係を 明かにしたものであ

る,と 。 ところが,こ のようなものとして教授の 「国民主権」をとらえると,

　 達成すべき何らかの要求を綱領的にのべたのではなく,ま さしく当時におけるブルジ

　 ョワジーの要求と 「行動方針」の根拠づけ'としてのべられている,と いうことである。

　　 当時の段階における争点は,こ れは私がのべるまでもなく,第 三身分会議の議員数

　 の倍化と頭別投票である。このような第三身分の主張の根拠は何であったか,そ れは

　 フランスにおいて 「国民的統一」が達成されねばならず,そ してその 「国民」を形成

　 するのは第三階級に他ならない,第 三階級こそ 「国民」であるということである(も

　 ちろんそれにくらべれば上の要求は 「最低限」 にすぎない)。 また,こ の要求に特権

　 身分が応じないならば,国 民は憲法制定権力を もっているので あり何でもできるの

　 だ,と いうことである。まさに,こ のシェイエスの理論によってまたそれによってこ

　 そ,革 命初期のブルジョワジーの要求と行動がみごとに正当化されているのである。

　 そしてブルジョワジーの政治的拠点としての第三身分会議(の ちの国民議会)は,国

　 民の主権を代表する機関として,革 命を推進しえたのである。当時の状況の下で君主

　 との関係が積極的にのべられていないことは留保するが,私 には,こ れ以上に卒直な

　 よみ方はないと考えられるのであるが,教 授は,ブ ルジ ョワジーの主権原理は,非 民

　 主的な国権行使を保障する非民主的な もので なければならない,と 主権原理を国権

　 行使のあり方からのみとらえるか ら,私 のような読み方では,話 が合わなくなるので

　 ある。

24)　 もちろんこのことは,私 が主権は正当性の問題であって国権行使のあり方はどうで

　 もよい,と 考えていることを意味するものではない。主権は本来両者を統一的に表現

　 しているものであるし,そ うあるべきである。しかし問題は,現 実の歴史に登場して

　 くる主権は常にそのようなものとして存在しているわけではない,と いうことなので

　 ある。
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実は 「国民主権」の存在理由自体が問題とな らざるをえな くなる。

　この点は,次 の解釈論についてのべた のちにあらためてふれることにしよ

う。その方がよりこの問題性格を明かにすることができると考えられ るからで

ある。

皿　国民主権の認識と実践(解 釈)・

1　 教授の解釈論について問題となるのは,や は り認識上 「国民主権」とされ

ている資本主義憲法の主権規定を 「人民主権」として解釈すべきと主張されて

いることである。認識が主要課題であった 「研究」では解釈論については,「解

釈論上の必要か ら1通 説的見解を肯定する場合であっても,そ れに体制イデオ

ロギーとしての機能を営なませないためには,無 留保でそれを肯定するのでは

なく,市 民憲法下ではそれが 極めて不充分にしか実現 されていない ことを留

保すること,通 説的観点つまり人民主権の観点から憲法の具体的な諸規定の解

釈を展開しかつそれ と憲法運用 の現実との乖離を指摘することが不可欠 とな
　の

る」 とのべているだけであるから,ど のような根拠で 「国民主権」を 「人民主

権」 と解釈するのかは明確ではない。しかし一般的にいって,認 識上 「国民主

権」であるものを 「人民主権」と解釈することには問題がある。いかに認識と
　 　 　 　 　 　 　　

実践は区別すべきとしても,自 己の認識に反する解釈論をとることが解釈態度

として成 り立ち うるか疑問とせざるをえないし,ま た認識上の基礎をもたない
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　ア　

解釈論は説得力をもちえないと考えられるからである。

.2　 しかし教授は,論 文 「地方自治の本質」,「国民代表の原理」において,よ

り積極的に 「人民主権」的解釈を提唱し,そ の根拠づけを試みている。教授の

論理をみてみよう。

　まず教授の 「人民主権」的解釈は次のような事実認識を根拠としている。

25)　 「研 究 」35頁 。

26)　 1970年 公 法 学 会 に お け る教 授 の 発 言,「 公 法 研 究 」33号(有 斐 閣,1971年),66頁 。

27)前 掲 拙稿(2),彦 根論 叢179号,1976年,104頁 。
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ナシオン

　① 現段階の歴史的過渡的性格を反映して,現 代の市民憲法典は,「 国民主
　 　 　 プープル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 28)

権」 と 「人民主権」 にな じむ 規定 を 混在 させて い ること。 日本国憲法 でいえ

ば,43条1項,51条,41条 が 「国民主権 」に,前 文第1段,1条 後 段,15条1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 29)

項,79条2,3項,96条1項 が 「人民主権」になじむ規定とされている。

　② このような歴史的過渡的性格は,「 諸々の概念規定の面においても,そ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　う

れを支える憲法意識の面 にもみ られること」。 日本国憲法 の国民主権の概念規
　 　 　 プープル

定は,Fr人 民主権』になじむ規定でなされるが普通で,そ のような理解は,学
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　ラ

界外では常識にまでなっている」,と される。

　以上の2点 である。そして,「憲法解釈は,こ のような憲法規定,憲 法概念,

憲法意識の状況をふまえて,　 r人民主権』の観点か ら矛盾する諸規定に整合性
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 32)

を与えることを課題とすること」 というになる。

　たしかにここでは,「『人民主権』になじむ規定」や,学 説,国 民の憲法意識

における 「人民主権」的理解といった 「人民主権」的解釈の認識上の根拠が与
　 　 　 　 　

えられている。教授の解釈論は,こ れ らの 「『人民主権』 になじむ規定」 を根

拠に,憲 法上の主権規定を 「人民主権」 と解し,さ らに 「『国民主権』 になじ

む規定」をも 「人民主権」的に解釈する,と いうことになる。

　たしかに一般的にいって,憲 法上相対立す る規定が存在する場合,そ の一方

のよってたつ価値原理を選択し,そ の立場から他の規定を解釈した り,ま たそ

の対立する諸規定の一方がより原則的規定と考えられる場合,そ の原則的規定

の立場か ら解釈論をなすことは当然あ りうることである(た とえば 日本国憲法

における国民主権一但し私流に理解 した一 と天皇制)。教授が,　「『人民主権』

になじむ規定とr国 民主権』になじむ規定が混在する」とのべる場合,あ いま

いな表現ではあるが,こ のような場合にあたるといえよう。す くな くとも性格

28)　 「国民代表の原理」(4),法 律時報1977年4月 号,105頁 。

29)　 「地方自治の本質」(3),法 律時報1976年4月 号,136頁 。

30),31),32)　 「国民代表の原理」(4),法 律時報1977年4月 号,105頁 。

33)こ れ らすべては 「研究」においては,そ の主観的意図にかかわらず 「体制イデオロ

　 ギー」　 (同35頁)と されている。これ らは,「 国民主権」の真の構造が明かにされた

　 現在では 「理念」として自覚されるにいたった,と いうことであろうか。



　32

のことなる規定が同一憲法典上に並存していると考えられていることは明かで

ある。

3　 しかし,こ のような解釈の根拠となっている事実認識(特 に,憲 法規定に

関する)は,教 授の 「国民主権」に関する認識上の結論とは大きなへだた りが

あるといわなければな らない。

　① まず第一に,教 授の 「国民主権」 における具体的な国権行使 のあ り方

は,憲 法によって定め られる 「代表」の存在形態によって定め られるのである

が,そ の 「代表」は君主から国民投票を行 う選挙人団までを含みえ,そ の意味
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 34)
で 「国民主権」は 「あ らゆる 『政治形態』とも結合することができるもの」で

ある。したがって,君 主であれ議会であれ選挙人団であれ,様 々な主体の国家

意思決定への参加を定める憲法規定はすべて 「代表」の具体的存在形態を定め

たものとして 「国民主権」の構造に整合的に位置づけられることになる。 しか

も,「国民主権」にとっては,「単数ないし複数の自然人によって構成される国
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　ラ

民代表に より主権が行使されることだけが構造的に不動」 とされるから,す

べての憲法規定は,「 国民主権」に対して平等に 「なじむ」ものであって,そ

の 「なじむ」程度に差があった り,ま してや 「なじみ」のない規定など存在し

えない。もしそのような規定があるとすれぽ,国 権行使の制度について一定の

あり方を規定する,樋 口教授の 「国民主権」の場合である。したがって,認 識

上の 「国民主権」にとって本来性格のことなる規定は存在しないはずのものと

いわなければないから,性 格がことなった り相対立する規定をそのどちらか一
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　ラ

方の立場から解釈する,と いった問題は存在 しないはずである。

　しかし次のようにい うことができるかもしれない。憲法上の諸規定がすべて

「国民主権」になじむとしても,直接民主制を定める規定などは,「人民主権」
　　　　　

に も 「な じむ」 規定で あ りうる,と 。 た しか に それ は いい うる。 しか しその

34)　 「研究」319頁 。

35)　 同前334-5頁 。

36)た だ し,「人民主権」になじむとされる規定を教授が認識のうえでの 「国民主権」に

　 おいて具体的にどのようにして整合的に位置づけられるのかは,私 にはわからない。
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「人民主権」の理念は,憲 法上にではなく,あ くまでも民衆の憲法意識に存在

しているだけであって,「 人民主権」にもな じむ規定は,す でにのべたように

「国民主権」に整合的に位置づけられている。このような場合,認 識上は,「 国
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　コ

民主権」 としなが ら,憲 法上のあれこれの 「人民主権」にもなじむ規定をもっ

て憲法の全体を 「人民主権」とし,さ らにFr国 民主権』になじむ規定」一正

確には 「『人民主権』にはなじまない規定」である一までも 「人民主権」的に

解釈する,と い う解釈論はいかなる規範論理的整合性 と説得力をもつのであろ

うかσ解釈論においてはなによりも規範論理的整合性を必要とされる。もし一

方に,教 授の認識上の 「国民主権」の構造に即した 「国民主権」的解釈が存在

する場合,　「人民主権」的解釈は,た とえそれがいかに民主的で歴史の発展方

向をふまえたものであっても説得力をもちえないといわざるをえない。

　② しかしより重大なことは,教 授の 「『人民主権』 になじむ規定」があれ

これの国権行使のあり方(直 接民主制など)に 関するものではなく,主 権主体

規定そのものにかかわる規定であると考えられているのではないか,と い うこ

とである。

　 この点 どうなのか,教 授は必ず しも明確にのべているわけではない。たとえ

ば,日 本国憲法43条1項,51条 を通説的(「 国民主権」的)に 解釈することは,
　 　 　 　 プコプル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　　 コ

「当然にr人 民主権』になじむ国民主権の理解のしかたや,そ れに適合的な憲
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　り　　　　　　　り　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　

法規定,『半代表概念』,それ らを支える憲法意識と整合性を失わざるをえない
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 プコプル　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　ロ　 　 　 　 　

(傍点渡辺)」 とのべたり,「国民主権の 「人民主権」的な理解をふまえて,国
　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　ラ

民代表制をそれになじむ ものとして解釈することが要請される(同 前)」 との

べているから,主 権主体の 「人民主権」的理解はあ くまでも憲法意識上の存在

とされているのかもしれない。そ うであれば,問 題は①にもどる。 しかし,フ

ランス1946年 憲法および1958年 憲法の 「国民主権は人民に属する」 という主体
　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　　

規定が憲法の過 渡的 性格 を象徴的 に示す もの として引用 され てい るし,ま た 日

37)　 「国民代表の原理」,法律時報1977年4月 号,105頁 。

38)　 同前106頁 。

39)　 同前105頁 。
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本国憲法の 「人民主権」になじむ規定とされているのも主体規定にかかわ るも
　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 プロプル

のが多い(前 文1段,15条1項 など一15条1項 は,Fr人 民主権」的な国民主権

観劇 とされている一)。 さらにより重大なことは,影 山教授の,1憲 法規定を

「人民主権」的に解釈すべきことを主張した文章が肯定的に引用 されているこ
　 　 　 るユ　

とである。この影山教授の文章は,そ の引用部分か らも理解され うるように日

本国憲法が 「人民主権」を 「理念として承認」していることを前提とした主張

である。このことは杉原教授の引用部分の直前に,「 四六年憲法における国民

主権の原理はrプ ープル主権』のそれに該当す る。 しかしそれは以上の理念型
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 コ　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　

で把握される 『人民(プ ープル)主 権』を理念 として承認しているレヴェルに

あるのであって,理 念の内包する属性を実現してしまっているわけではない。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　

……国民主権がかの理念型の 『人民(プ ープル)主 権』を理念として承認して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

いるレヴェルにあるとい うことは,こ の理念が憲法の現実態 としてはいまだ現

実化されていないことか ら,四 六年憲法における国民主権はいまだ完結した内
　　 　　 　 　　 　　 　 　の

包の実現にいたっていない」とい う文章のあることからも明白である。とする
　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 プのプル

と,「日本国憲法の国民主権は,『人民主権』 としての内包を憲法上全面的に実

現 しているわけではない。あえてい うならば,理 念として,そ の部分的な制度
　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 ゆ

化を伴 って存在しているにすぎない」という影山教授と同趣旨の杉原教授の文
　 　 　 　 　 　 プ　プル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

章 もやは り 「『人民主権』の理念としての承認」を承認していると考えざるを

えない。ここではもはやFr人 民主権』になじむ規定」 などではなく 「人民主

権」そのものといわざるをえない。

4　 この,日 本国憲法が 「人民主権」を理念として承認 しているという事実の

40)　 同前106頁 。

41)同 前。

42)影 山日出弥 「今 日における主権論争と主権論の再構成」,法 律時報1976年4月 号,

　 35頁 。

43)　 「国民代表の原理」(4),法 律時報1977年4月 号。なお前掲 「世界」論文63頁 に次の

　 ような文章があることも本文の私の評価をうらづけるであろう。すなわち,「 フラン

　 スの第五共和国憲法の場合にみられるように,例 外的に若干の事項について直接民主

　 制が採用されると,憲 法自体がそれを理由として人民主権が樹立された旨を喧伝しは

　 じめるが,そ の体制イデオロギー性に注意することである」,と いうものである。
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承認を前提として,教 授の解釈論の前提となっている事実認識を整理すると,

「人民主権」 を理念として承認した憲法規定(Fr人 民主権』になじむ規定」)

とそれにもかかわらず存在する 「『国民主権』になじむ規定」　 (正確には 「『人

民主権』にはなじまない規定」)の 「混在」,と いうことになる(こ れは,　「人

民主権」を民主的制度を導き出レうう原理 というレヴェルでのみ理解すれば,'

私の認識 レヴェルでの認識と同じである。ただ私は市民憲法の全体についてそ

うだと考えてお り,教 授は現代憲法についてのみであるが,そ れはここでは重

要な問題ではない)。

　 この解釈論上の事実認識と認識 レヴェルでの 「国民主権」はどのような関係

にあるのであろうか。理念として 「人民主権」を承認した憲法に同時に存在す

る 「国民主権」とは どうい うことなのであろうか。 ここでまた,1の 最後の部

分でのべた問題が登場することになる。私には,こ の両者は矛盾していると考

えられるのであるが,こ の両者を整合的に理解しようとすれば,こ れも1の 最

後の部分でのべておいたように,「 人民主権」であれなんであれ 「イデオロギ

ー(な いし 「理念」)」のもとに隠された真実の法律関係が 「国民主権」であ り,

「人民主権」の 「イデナロギー」を 「理念」として積極的に活用 したのが解釈

論,と い うことになる。たしかに 「イデオロギー批判」においては,た とえば

議会と選挙人 との間は 「国民代表」とい う 「イデオロギー」的関係とそのもと

に隠された選任関係 という二つの関係でとらえられるし,ま た 「国民代表」と

い う 「イデオロギー」を一定の条件のもとで 「理念」として解釈論として用い

ることも可能であろう。しかし教授の 「国民主権」は 「国民代表」における選

任関係の ように 「イデオロギー」 のもとにか くされた ままで よいのであろう

か。教授によれば,　「国民主権」は君主主権に反対しつつも,民 衆の政治参加
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　コ　　　　　　　　　　　　ラ

を排除するためにブルジ ョワジーによって提唱されたものである。 とすれば,

それは君主主権や 「人民主権」を排除するとい う自己主張と法的効果を当然 も

たなければならないはずである。しかしそのためには,公 然 と自己の存在を証

明しなければならないのではないだろうか。つまり 「イデオロギー」としてで

44)　 「世界」論文53頁。



　36

あれ 「理念」としてであれ,ま たそれが民衆の支持をとりつけるためであれ,

憲法上 「人民主権」を承認 しておいて,そ のもとに隠されたままで,そ のよう

な法的効果ははたして可能であろうか。私にはそれは不可能としか考えられな
　 　　 　
いのであ る。

まとめにかえて

　教授の 「史的展開」における御指摘をふまえて,現 段階における私の考え方

をのべた。私は,教 授の 「権力の民主化なけれぽ人権の保障なし」(も ちろんこ

のことは 「権力の民主化」が達成されれば人権の問題は解決したということを

意味するものではない)と いう立場に賛成である。またその見地か らの 「通説

的国民代表」論の 「人民主権」的再構成とい う志向にも賛成である(こ のこと
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　

は,機 械的な命令的委任論の復活を意味しないが)。しかしそれは,や はり認識

上も国民主権が 「イデオロギー」 としてであれ 「理念」としてであれ,民 主主

義的制度をひき出しうるものとして成立したか ら可能なのであ り,そ れは,現

代憲法のみにおける特殊な現象ではなく,　「ブルジョワジーは自己の権力を自

己 自身によっては正当化しえない」 というブルジョワ支配の本質に起因するも

のだと私は考えるのである。

　最後に,教 授の御質問のうちのこされた ものについてのべておきたい。それ
　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 ゆ

はフランス革命の構造理解についてである。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　の　　　　　　　コ　　　コ

　結論だけのべれば,現 在のところ大枠において私は教授の理解に賛成であ

る。もっともすでにのべてきた私の立場からすれば,教 授の判断根拠となって

いる 「主権原理の理解か らすれば」という点については,留 保せざるをえない

が。

　 とすると,「 主権原理,所 有制度については,権 力と社会のあり方の根本に
　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　

関する問題として,各 階層の対応がことならざるをえないはずだ」 とい う反論

45)　 ここには教授の,「 イデオロギー批判」の方法に対する独自の理解があると考えら

　 れる。しかしその検討はここでの課題ではない。

46)　 「史的展開」24頁 。　　 47)　 同前35頁 。
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がなされ るであろう。しかし,ブ ルジョワジーの国民主権が民主主義的制度を

導 き出しうるものであると考えることは,ブ ルジ ョワジーと 「民衆」との対応

を同じものだと考えることにはならない。私は,権 力に対する対応がことなっ

ているはずだ,と いう教授の見解にも賛成である。すなわち,ブ ルジョワジー

は自己の権力の正当化のため国民主権をかかげざるをえなかったにしても,権

力確立後は,国 民主権の当然の帰結たる民主主義的諸制度の実現に消極的た ら

ざるをえない。「民衆」へのおそれか ら,君主 と妥協し,ま た 「民衆」の政治参

加をはばむために,財 産による制限選挙制等を採用せざるをえない。これがブ

ルジョワジーの対応の仕方である。 これに対 して 「民衆」はどうか。私な りの

考え方か らいえば,問 題は,そ の 「民衆」の独 自の対応の仕方がどのようなも
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 の　　　ロ　　　　　　　　　　　

のであったか,た とえばブルジ ョワジーがかかげた国民主権の論理的徹底とい

う形態をとったのか,そ れ ともそれをこえる独自の主権原理を うみ出すにいた

っていたか,と い うことになる。

　しかしこの問題の解決 もまた私にはなお達成さるべき課題たらざるをえない

のである。


